
令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（農林水産省経営局金融調整課） 

（林野庁林政部企画課）  

（水産庁漁政部水産経営課） 

項 目 名 
新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付けに係る消費貸借に関す

る契約書の印紙税の非課税措置の延長 

税 目 印紙税 

要

望

の

内

容

（措置対象） 

新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受けた農林漁業者 

（措置内容） 

 株式会社日本政策金融公庫等が、新型コロナウイルス感染症によりその経営

に影響を受けた農林漁業者を対象に、特別貸付けを行う場合の印紙税を非課税

とするものであるが、依然として新型コロナウイルス感染症の影響からの回復

途上にある事業者が存在することをふまえ、引き続き所要の措置を講ずる。 

 平年度の減収見込額 －  百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

⑴ 政策目的

新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受けた農林漁業者に対し

て、株式会社日本政策金融公庫等が実質無利子・無担保化等による資金繰り支

援を行うことで、農林漁業者の資金繰りの円滑化を支援する。 

⑵ 施策の必要性

新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受けた農林漁業者を支援

するためには、引き続き、事業者の負担軽減を図り、個別の農林漁業者の状況

にあわせて、資金需要に適切に応えていく必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項

合

理

性

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

≪大目標≫ 

 食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振

興、農業の多面的機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の

増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定

向上と国民経済の健全な発展を図る。 

≪中目標≫ 

２農業の持続的な発展 

５森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的

かつ健全な発展 

６水産物の安定供給と水産業の健全な発展 

≪政策分野≫ 

２－⑥担い手の育成・確保等と農業経営の安定化 

５－⑳林業の持続的かつ健全な発展 

６－㉓水産業の成長産業化の実現 

政 策 の 

達成目標 

株式会社日本政策金融公庫等が新型コロナウイルス感染症に

よりその経営に影響を受けた農林漁業者に対して、必要かつ十

分な特別貸付けを行うことにより、当該農林漁業者の資金繰り

を支援する。 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を踏まえ、特別貸

付けの期限が延長された場合には、当該期限まで延長を行う。 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標

株式会社日本政策金融公庫等が新型コロナウイルス感染症に

よりその経営に影響を受けた農林漁業者への資金繰りを支援す

る。 

政策目標の

達 成 状 況 

株式会社日本政策金融公庫等が新型コロナウイルス感染症に

よりその経営に影響を受けた農林漁業者への資金繰りの支援に

寄与している。 

有

効

性

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

－ 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

非課税措置の適用により、新型コロナウイルス感染症により

その経営に影響を受けた農林漁業者の租税負担の軽減が見込ま

れる。 

相

当

性

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

－ 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

令和 6年度における予算現額は、下記の通りである。 

・農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業：3,795 百万円 

・農業信用保証保険支援総合事業：157 百万円 

・林業施設整備等利子助成事業：236 百万円 

・林業信用保証事業：33 百万円 

・漁業経営基盤強化金融支援事業：343 百万円 

・漁業者保証円滑化対策事業：274 百万円 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

上記の予算上の措置等に基づいて、株式会社日本政策金融公

庫等が、新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受

けた農林漁業者に対して、実質無利子・無担保化等による資金

繰り支援を行っている。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

当該措置は、新型コロナウイルス感染症の被害者等に対する
印紙税の負担軽減を図る上で有効な措置である。また、非課税
対象も新型コロナウイルス感染症に関する特別な貸付けに限定
されていることから、必要最低限の特例措置であり、妥当であ
る。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

－ 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

－ 

前回要望時 

の達成目標 
－ 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

－ 

これまでの 

要 望 経 緯 

本措置は、新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響
を受けた農林漁業者の負担の軽減等を図る目的で、「新型コロ
ナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨
時特例に関する法律」が施行される際に、財務省主税局主導で
措置された。 

令和３年度税制改正において、当初、令和３年１月末となっ
ていた期限を令和４年３月末まで延長。 

その後、令和４年度税制改正、令和５年度税制改正及び令和
６年度税制改正において、コロナ特別貸付けの取扱期間が都
度、延長されたことに併せて、現在は令和７年３月末まで延
長。 
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